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19日 自民党､ 民主党の国会対策委員長会談

衆議院議長直属の協議機関を設置する方針､ 見送りへ

25日 衆議院特別委員会理事会
三項目の ｢申合せ｣ を決定 (内容は２ページ参照)

29日 与党三党首会談
首都機能移転問題についての合意
｢社会､ 経済､ 国民意識等諸事情の変化を重く受け止め､ 次期通常国会において結論を得るよう
努力する｣

30日 衆議院特別委員会
25日の理事会 ｢申合せ｣ について､ 河村委員長から報告があり､ 了承
衆議院調査局に対し予備的調査命令

31日 参議院特別委員会
｢国会等の移転について､ 早急に結論を得るべく､ 各会派での意見集約に努めることとする｣�� �

８日 首都機能移転先候補地関係知事懇談会を開催
(福島・栃木・愛知・岐阜・三重・滋賀・奈良・京都)

16日 衆議院調査局 ｢予備的調査報告書｣ を河村委員長に提出

18日 衆議院 ｢国会等の移転に関する特別委員会｣ を設置 委員長に中井洽氏を選任
参議院 ｢国会等の移転に関する特別委員会｣ を設置 委員長に島袋宗康氏を選任

31日 衆議院特別委員会 衆議院調査局から ｢予備的調査報告書｣ について説明�� �
14日 衆議院特別委員会 安倍官房副長官､ 中馬国土交通副大臣への質疑

20日 衆議院特別委員会 参考人 (堺屋太一氏他３名) より意見聴取
参議院特別委員会 参考人 (吉村英祐氏他２名) より意見聴取

27日 衆議院特別委員会 参考人 (福井秀夫氏他３名) より意見聴取
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10月18日､ ｢国会等の移転に関する特別委員会｣ 設置｡ ただし､ その構成メンバーは相変わ
らず候補地選出の国会議員ばかり｡ たしか ｢申合せ｣ では､ 委員構成は､ ｢三候補地出身議員
が半数程度､ その他地域出身議員も半数程度｣ にするはずだったのでは…｡

(下記 ｢申合せ｣ 参照)
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平成14年７月25日

１. 現下の厳しい社会経済状況を踏まえ､ 移転規模､ 形態や新たな移転手法 (ＰＦＩ､ 証券化等) な
どのコンセプトの見直しについての検討を衆議院移転特において早急に行う｡

２. 上記の検討結果を踏まえ､ 平成15年の通常国会の本会議において､ 移転を行うか否かにつき決議
する｡

３. 上記の検討を円滑に進めるため､ 移転特の委員構成はなるべく多人数とし､ 三候補地出身議員が
半数程度､ その他地域出身議員も半数程度という構成とする｡

以上､ ３項目につき､ 各党において､ その趣旨を御理解頂き､ 次期国会前に政党間協議の中で合意
して頂き､ 然るべく取り図られることを強く要請する｡

衆議院国会等の移転に関する特別委員会委員長・理事一同
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臨時国会召集に先立ち､ 10月16日衆議院調査局は､ 移転の規模や形態等の見直しに関する予備

的調査報告書を河村前委員長に提出｡ 現下の厳しい社会経済状況を踏まえて検討した結果､ 移転
費用は､ なんと４.７兆円｡ ����������������������������������������
10月31日､ 特別委員会開催｡ 衆議院調査局の予備的調査報告書について議論開始｡ ｢分散型｣､

｢分散移転｣､ ｢分都的形態｣ 等々､ 早くも報告書の内容をめぐり意見・質問が飛び交う｡ 移転は､�������であったはずだが…｡ �������������������������������
11月14日､ 特別委員会開催｡ 国土交通省も試算を発表｡ 単価変更や行革による組織・定数の見

直しを前提に試算した結果は､ 移転費用11.７兆円｡ またこれを基に､ 各省庁アンケート調査を反
映し､ 更に衆議院調査局報告書と同様の考え方を導入して試算した結果は､ ６.５兆円｡ これは､
国会等移転審議会の試算に比べ､ 驚くことに半分程度｡ いったい､ 移転費用はいくらかかるので
しょう｡�������������������������
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